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報報告告事事項項１１

２２００２２３３年年度度事事業業計計画画

当協会は、２０２５年度に創立５０周年を迎えます。創立５０周年の記念大会に向けて、

昨年１１月には準備委員会を発足させました。準備委員会では、全体スケジュール（案）、

大会テーマとサブテーマ（案）の立案、会場の候補地選定、協会年史編纂等の準備を進めて

きましたが、今年度は、準備委員会から移行して、実行委員会を設立し、詳細な準備を進め

ていきます。

会員ならびに役員の皆さまには、日頃からの当協会へのご理解とご尽力に感謝申し上げ

ますと共に、記念大会に向けて一層のご支援とご協力を賜りますようお願い申し上げます。

昨年から進めています建築積算士ガイドブック改訂は、執筆者による原稿最終確認も終

え、「査読委員会」に移行中です。ＢＩＭ、木造、解体等の追加項目も含めた改訂版は、２

０２３年度下期に発刊予定であり、併せて講習会の準備も進めます。

ここ数年、コロナの影響により活動範囲が制限された中で、オンラインでの積算学校、講

習会等の受講者が増加しましたが、一方では、対面式での講習会を望む声も少なくありませ

んでした。今年度は、対面式とオンラインをより良く融合させた企画を試行していきたいと

考えています。

建築積算士、建築コスト管理士の資格試験申込者が確実に増えてきています。

世界的な物価上昇、人手不足による担い手確保等に伴い、建設業界でも建築資材や労務単

価が高騰し、建築コストの予測が難しい中で、建築積算およびコストの専門家として当協会

の資格が注目されています。

今年度は、積算技術者の技術向上に繋がる活動と共に、新しい時代を担うコスト技術者の

育成ならびに能力向上につながる活動に重点をおいた活動を目指して、以下の活動を展開

します。

[[１１]]  人人材材のの育育成成

昨年からの建設物価高騰は、建設産業に関わる人々へコストの関心を高めると共に、建築

積算ならびにコストマネジメントの必要性を改めて認識させている。

今年度は、資格制度を中心に人材育成の構築を目指して活動を展開する。

（（１１））学学校校教教育育

建築積算士補認定講座を核とした学校教育は、コロナ禍の中でも順調に進展していたが、

さらに、実施校の拡大を目指して活動を進める。

支部においては、対面式の講師交流会を復活し、学校との連携を深め、情報交換により、

建築積算士補の登録および建築積算士受験の促進を目指したい。

また、建築積算の理解と建築積算士受験を促進するため、学習用動画のコンテンツを

進めていく。
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（単位:円）
予算額と前年度決算額

の増減①-②

Ⅰ  事業活動収支の部

１．事業活動収入

会費収入 3322,,885544,,660000 3333,,228866,,660000 3322,,554466,,660000 △△ 443322,,000000 330088,,000000

入会金収入 220,000 286,000 220,000 △ 66,000 0

会費収入 32,634,600 33,000,600 32,326,600 △ 366,000 308,000

人材育成事業 114400,,992299,,000000 111188,,003344,,006688 110011,,441133,,440000 2222,,889944,,993322 3399,,551155,,660000

社会人教育 21,866,500 24,327,073 17,358,000 △ 2,460,573 4,508,500

e-ラーニング 675,000 774,000 1,100,000 △ 99,000 △ 425,000

認定事業 118,387,500 92,932,995 82,955,400 25,454,505 35,432,100

2233,,446677,,995500 2277,,338811,,222233 2222,,884477,,005500 △△ 33,,991133,,227733 662200,,990000

調査研究 1,676,200 1,935,990 1,426,200 △ 259,790 250,000

会誌発行 5,091,000 5,416,520 4,905,000 △ 325,520 186,000

書籍出版 16,700,750 20,028,713 16,515,850 △ 3,327,963 184,900

評価評定及び相談事業 1122,,110000,,000000 99,,771133,,000000 1122,,440000,,000000 22,,338877,,000000 △△ 330000,,000000

評価評定相談事業 12,100,000 9,713,000 12,400,000 2,387,000 △ 300,000

その他収益 11,,552200,,001188 558811,,224411 11,,554422,,001188 993388,,777777 △△ 2222,,000000

寄付金収入 11,,220000,,000000 22,,118811,,995577 884400,,000000 △△ 998811,,995577 336600,,000000

1,200,000 2,181,957 840,000 △ 981,957 360,000

事業活動収入計 221122,,007711,,556688 119911,,117788,,008899 117711,,558899,,006688 2200,,889933,,447799 4400,,448822,,550000

２．事業活動支出 0

事業費支出 8866,,889988,,552288 7700,,226611,,441166 6666,,771166,,116666 1166,,663377,,111122 2200,,118822,,336622

管理費支出 112233,,330044,,992244 111188,,559977,,998855 112222,,003399,,991100 44,,770066,,993399 11,,226655,,001144

事業活動支出計 221100,,220033,,445522 118888,,885599,,440011 118888,,775566,,007766 2211,,334444,,005511 2211,,444477,,337766

事業活動収支差額 11,,886688,,111166 22,,331188,,668888 △△ 1177,,116677,,000088 △△ 445500,,557722 1199,,003355,,112244

Ⅱ  投資活動収支の部

１．投資活動収入

特定資産取崩収入 00 11,,440066,,772211 00 △△ 11,,440066,,772211 00

YQS積立金 0 1,406,721 0 △ 1,406,721 0

敷金・保証金戻り収入 00 6677,,220000 00 △△ 6677,,220000 00

投資活動収入計 00 11,,447733,,992211 00 △△ 11,,447733,,992211 00

２．投資活動支出

特定資産取得支出 00 22,,118811,,995577 00 △△ 22,,118811,,995577 00

YQS積立金 0 1,281,957 0 △ 1,281,957 0

調査研究寄付金 0 900,000 0 △ 900,000 0

投資活動支出計 22,,118811,,995577 00 △△ 22,,118811,,995577 00

投資活動収支差額 △△ 770088,,003366 00 770088,,003366 00

Ⅲ  財務活動収支の部

１．財務活動収入

財務活動収入計 0 0 0 0 0

２．財務活動支出

財務活動支出計 0 0 0 0 0

財務活動収支差額 0 0 0 0 0

当期収支差額 11,,886688,,111166 11,,661100,,665522 △△ 1177,,116677,,000088 225577,,446644 1199,,003355,,112244

前期繰越収支差額 112244,,441199,,229933 112222,,880088,,664411 112222,,880088,,664411 11,,661100,,665522 11,,661100,,665522

次期繰越収支差額 112266,,228877,,440099 112244,,441199,,229933 110055,,664411,,663333 11,,886688,,111166 2200,,664455,,777766

※１　支部運営金支出・支部運営金収益は支出・収入が相殺されるため、 収支計算書にはのせていない。

③前年度予算 予算増減①－③

22002233年年度度収収支支予予算算書書
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（2023年 4月 1日から2024年 3月31日まで）

YQS寄付金

調査研究および情報発信事業

科　 　目 ①予算額 ②前年度決算額
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（（２２））社社会会人人教教育育

人材育成体系を活用し、研修ニーズを的確に把握し、実効性のある教育体系と研修機会の

提供を進める。建設産業各分野において、コストマネジメントに精通した人材が求められて

おり、基礎となる積算技術とともに、コストからプロジェクト全体にいたるまで、幅広くマ

ネジメントに関する研修コンテンツを充実させていく。

今年度は、新しい時代を担うコスト技術者の育成ならびに能力向上につながる建築コス

ト管理士のための知識補強セミナーとして、建築積算基礎、実技講習あるいはコストを取り

巻く全般領域を対象に知識と技術を学習するコストマネジメントセミナーなどの開催を進

めていく。

また、従来の講習スキームに囚われず、C P Dプログラムへのニーズあるいは新入社員研

修へのニーズなど、様々な方面からの要請に応えていく。

全支部が連携し、オンラインによる積算学校も継続して展開するが、各支部の独自コンテ

ンツの企画力を競い合うことにより、活動のレベルアップをさらに図っていく。

会場による講習会あるいは見学会などについては、オンラインと融合させた企画を進め

ていきたいと考えている。

（（３３））資資格格認認定定事事業業

当協会の資格認定事業は、資格を付与して終わりとする売切り型ではなく、資格者に対し

生涯にわたる研修機会や情報の提供を行い、実務における技術・知識の向上を図る「生涯継

続型支援事業」を目指している。この目的は、変化の激しい時代の中で、資格者が、自己の

実力を向上させ、時代の求めるニーズを的確に先取りし、活動領域を拡大して活躍できるよ

うにすることである。

「資格取得はゴールではなく、能力向上をはかっていくスタート地点である」というコン

セプトにもとづき、「資格と教育研修パッケージによる人材育成システム」の確立を図り、

資格の活用分野の拡大を進めていく。コスト技術者のキャリアパスを明確にし、企業の人材

育成ニーズと個人の自己成長ニーズに合致した資格としての認知度を高め、資格の実質的

な価値の向上を目指す。資格取得と人材育成体系を活用した研修システムにより、新しい時

代を担うコスト技術者の育成を進めていく。

今年度は、建築積算士補および若い世代が、さらに建築積算士を受験しやすい環境つくり

にむけて、積極的な施策を検討する。

（（４４））ＣＣＰＰＤＤ

当協会のＣＰＤ（継続能力開発）制度は、会員および資格者を対象としている。そのなか

で、建築コスト管理士は、ＣＰＤ単位取得が資格登録更新の必要条件となっている。

「資格と教育研修パッケージによる人材育成システム」を核として、オンラインセミナー

を中心に研修コンテンツを充実させ、当協会の「資格取得はゴールではなく、能力向上をは

かっていくスタート地点である」というコンセプトのもと、コスト技術者の継続的スキルア

ップを着実に実現していく。

ＣＰＤ制度の運用に関しては、建築士会をはじめとする他団体と連携を一層進めていく

と共に、会員・資格者以外の幅広い C P D単位取得ニーズにも対応し、オンラインセミナー

を中心に研修機会を提供していく。
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（（５５））ee ララーーニニンンググ等等

最近のインターネット環境は、情報携帯端末の進化とともに利用が一段と進んでいる。

協会は、２０１４年度から建築積算士更新講習を eラーニング方式に変更し、ＤＶＤ視聴

や会場受講といったオプションも揃え、受講者の利便性を図っている。また、パソコンだけ

ではなく、スマートフォンやタブレット端末の使用も可能にしており、新型コロナウイルス

感染状況下において、これらのノウハウを活用しオンラインセミナーなどの仕組みを構築

してきた。今後は、オンライン化と同時に、双方向の研修方法についてもさらに検討に進め

ていく。

[[２２]]  調調査査研研究究のの充充実実とと情情報報発発信信のの促促進進

委員会活動は、状況を見極めながら会場集合型とＷｅｂ会議のハイブリッド型を併用し

ていく。

ＰＣＭシリーズⅡ「建築積算士ガイドブック」は、２０１１年の初版から毎年部分的な改

訂を行ってきたが、今回は全面的な改訂となる。昨年度は、新たなＢＩＭ、木造、解体等の

追加項目も含めた執筆を進めたが、今年度は、「建築積算士ガイドブック査読委員会」が中

心となり、本支部委員が一体となり査読、発刊を進めていく。改訂版は、２０２３年度に発

刊予定であり、併せて講習会の準備も進めていく。

また、昨年度開催したＰＣＭシリーズⅩ「中大規模木造建築のコストマネジメント・ガイ

ドブック」の講習会は大変好評につき、今年度も計画する。

海外の有益な情報を会員に発信するため、世界各地域におけるＱＳ企業に関する調査研

究を行う。ＰＡＱＳ（アジア太平洋ＱＳ会議）については、新型コロナウイルスの感染状況

を見極めながら参加を検討する。「グローバル・ヤング基金」についても同様に、活用機会

を検討する。

コストマネジメントへの活用という視点から、ＢＩＭについての多角的かつ実用的な研

究を更に進める。

国土交通省主催の「建築ＢＩＭ推進会議」に参画するとともに、同会議の「部会４」とし

て情報委員会内に設置している「ＢＩＭを活用した積算・コストマネジメントの環境整備協

議会（略称：ＢＳＩＪ協議会）」にて、分類体系の整備、コストマネジメント手法の確立を

テーマに、関連機関・団体との連携を図る。

情報委員会では、英国の建設情報分類体系「Uniclass」をコストマネジメントに活用する

ための各種検討と、ＢＩＭおよび建設情報分類体系を利用した概算手法の活用に関する検

討を継続して行う。

国連全参加国が推進している「ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals：持続可能な

開発目標）」に貢献する当協会の実行計画を策定し、内外に発信する。

ＬＣＡ（Life Cycle Assessment：環境影響評価）」における評価手法について、他団体と

の連携も視野に入れて研究を進める。

会誌「建築と積算」は、創立５０周年記念大会に向けて、年間テーマを 「過去と未来の

交差点」とし、特殊記事をさらに充実させ、会員ならびに資格者に取って魅力ある企画を進

める。
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[[３３]] 評評価価評評定定おおよよびび相相談談事事業業のの推推進進

建築コストの諸問題に関して、評価評定・相談事業を推進することは、第三者性の高い公

益社団法人としての社会的使命であり、また、資格者の活躍を社会へアピールするためにも

有効であると位置づけている。

本部においては、単なるコストの検証ではなく、より複雑で多様なマネジメントを要求さ

れる依頼が増加している。このような難易度の高いコストマネジメントに対応できる人材

の確保育成および運営組織について検討する。また、不動産鑑定士などの他分野との連携も

進めていく。

    各支部の受託環境の整備と必要な人材の育成は重要課題であり、継続して検討を行う。

    協会ホームページをわかりやすく魅力的コンテンツか更に見直しを行い、情報発信する。

[[４４]]  持持続続可可能能なな財財務務基基盤盤のの構構築築

協会運営には、健全な財務体質で安定的な収益の確立が必須である。２０２０年から２０

２１年のコロナ禍での活動を教訓として、昨年度、新たに積算協会の事業継続計画（ＢＣＰ

等）を策定するための検討を開始した。さらに組織の役割、各委員会・支部の活動方法、委

員会・セミナーの開催等について、会員の皆様からのご意見を伺いながら、魅力的で持続可

能な協会活動の実現に向けて継続的に検討を進め、環境に適応した公益社団法人として最

適な３年サイクルのビジネスモデルを確立していく。

建築積算士の建築コスト管理士へのステップアップを促進し、会員化による収支構造の

平準化を目指す。

全支部に導入した予算管理システムにより、的確な予算設定と収支管理の実施が可能と

なり、収支バランスは改善傾向にあるが、今後も厳しい決算が続くと予測される。支部交付

金にチャレンジ事業支援金を加え、さらなる収支改善への努力を続ける。

[[５５]]  協協会会ののブブラランンデディィンンググ

ブランディングは、単なるＰＲではなく、協会にとっての重要な相手（法人、個人）に協

会の特徴を明確に示し、相手先の関心を高めると同時に信頼関係を築き、協会の良き理解者

となってもらうための活動である。当協会では「ペリカン大作戦」と名付けて、２０１１年

度から本部・支部で企業・機関・団体への訪問を展開していたが、ここ数年コロナ禍で活動

を中止せざるを得なかった。

今年度は、原点に立ち返り、本部・支部の状況に即して訪問対象を重点的に定めて活動を

進める。また、様々な情報を発信するにあたり、対象とする企業・機関などのリストを定期

的に更新する。

公共工事における設計業務あるいはＣＭ（コンストラクション・マネジメント）業務のプ

ロポーザルにおいては、意匠・構造・電気・機械といった従来からある分野に加え、「積算」

または「コスト管理」を第５の分野として明示するケースが急増している。それに伴い、建

築コスト管理士および建築積算士が資格要件になるプロジェクトも多く見られるようにな

り、着実に資格の認知度が高まっているが、さらにこの流れを加速するような活動を積極的

に展開し、資格者がその社会的使命を実感できる環境をつくっていく。

また、建築ＢＩＭ推進会議への参画、第三者評価評定事業、継続的なＰＣＭシリーズ出版

などの活動を通じて、多面的にブランディングを展開していく。
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[[６６]]  会会員員のの増増強強

新規会員を獲得するために、キャンペーンその他効果的な入会勧誘策を検討し、本部・支

部が一体となって会員の増強に取り組む。建築積算士の建築コスト管理士へのステップア

ップを促進し、会員増強につなげる。また、よりきめ細かい会員サービスの提供を検討し、

継続的に実行していく。

新しい学生会員制度については、リクルート情報提供を中心に、バランスのとれた効果的

なサービスを提供し、学生のコストマネジメント・積算への関心を高めることにより、正会

員増強につながる仕組みを構築する。

積女ＡＳＳＡＬ委員会が活動を開始した２０１５年から、女性の占める会員数の割合が

確実に増え、当時と比べて約２倍となっている。本部と支部の組織と連携し、女性会員およ

び女性資格者の増強を図っていくと共に、他団体との積極的連携も含め、幅広い分野や第一

線で活躍されている立場の女性が連携できる仕組みを構築していく。

賛助会員に対する会員メリットを明確にし、活発な支部活動により新規賛助会員の増加

を図る。

２２００２２３３年年度度事事業業計計画画項項目目とと担担当当委委員員会会

[[１１]]事事業業計計画画委委員員会会

（１）財政安定化施策の検討（公益的ビジネスモデルの策定）

（２）新時代を見据えた組織の在り方に関する検討

（３）ＤＸなど先端技術の活用による柔軟な組織および事業構造の検討

（４）事業継続計画（ＢＣＰ等）の策定

[[２２]]会会員員委委員員会会

（１）学生会員制度の効果的運用と改善

    （２）会員メリットの向上と入会キャンペーンによる会員増強

（３）賛助会員へのサービス向上による入会促進

（４）女性・若者および新たな職域への入会促進策の検討・実施

[[３３]]広広報報委委員員会会

（１）対外広報の充実（メディア、関連団体、行政）

（２）会誌「建築と積算」コンテンツのさらなるレベルアップ

（３）各種ＩＣＴを活用した効果的な情報発信（ＨＰ、メール他）

    （４）創立５０周年協会史編纂の立案
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[[４４]]人人材材育育成成委委員員会会

（１）資格と教育研修パッケージによる人材育成システム＋キャリアパスの構築

       人材育成体系の活用展開

（２）生涯継続型支援事業（ＣＰＤ）の推進

① ＣＰＤコンテンツ企画の充実

            オンラインセミナーと新しい時代の会場講習を展開

ノウハウと動画等コンテンツ蓄積

            各支部からのオンライン配信を推進

② 全国開催講習会の推進

オンラインによる積算学校継続開催

           建築コスト管理士のための知識補強セミナー開催

③ 賛助会員増加への連携（勉強会・人財バンク）

（３）資格者増加（受験者・登録者）への対策推進

① マーケット分析と企業ニーズ把握による受験者拡大推進

         ② 建築積算士の建築コスト管理士へのステップアップ促進

③ 建築積算士補の建築積算士取得推進（学校との連携）

   受験者向け学習コンテンツ（動画）の活用

（４）人財バンクの活用向上

（５）講習会参加者増加に向けて効果的広報と受付・集金システムの実施

（６）他団体との提携

[[５５]]教教育育委委員員会会

（１）新規講座開設校の開拓（大学、専門学校、工業高校）

（２）講師交流会による学校との連携強化

（３）講師の確保および育成体制の検討・実施

    講習事例動画の活用

（４）認定校における授業と資格認定試験実施へのフォローとサポート

[[６６]]ＰＰＣＣＭＭ委委員員会会

（１）「（仮）新☆建築積算士ガイドブック」小委員会にて査読

    （２）「（仮）新☆建築積算士ガイドブック」発刊と講習会の準備

（３）「中大規模木造建築のコストマネジメント・ガイドブック」の講習会計画

    （４）ＬＣＡ委員会情報発信

   

[[７７]]情情報報委委員員会会

（１）あらたなコストマネジメント手法の調査・研究

① 建設情報分類体系の調査およびコストマネジメントへの活用検討

② ＢＩＭおよび建設情報分類体系を利用した積算手法の検討

（２）建築ＢＩＭ推進会議等への参画および共同研究の実行

① ＢＩＭを活用した積算・コストマネジメント環境整備協議会の開催

② 国土交通省建築ＢＩＭ推進会議への参画および同会議部会４としての

情報発信および関連機関・団体との連携
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[[４４]]人人材材育育成成委委員員会会

（１）資格と教育研修パッケージによる人材育成システム＋キャリアパスの構築

       人材育成体系の活用展開

（２）生涯継続型支援事業（ＣＰＤ）の推進

① ＣＰＤコンテンツ企画の充実

            オンラインセミナーと新しい時代の会場講習を展開

ノウハウと動画等コンテンツ蓄積

            各支部からのオンライン配信を推進

② 全国開催講習会の推進

オンラインによる積算学校継続開催

           建築コスト管理士のための知識補強セミナー開催

③ 賛助会員増加への連携（勉強会・人財バンク）

（３）資格者増加（受験者・登録者）への対策推進

① マーケット分析と企業ニーズ把握による受験者拡大推進

         ② 建築積算士の建築コスト管理士へのステップアップ促進

③ 建築積算士補の建築積算士取得推進（学校との連携）

   受験者向け学習コンテンツ（動画）の活用

（４）人財バンクの活用向上

（５）講習会参加者増加に向けて効果的広報と受付・集金システムの実施

（６）他団体との提携

[[５５]]教教育育委委員員会会

（１）新規講座開設校の開拓（大学、専門学校、工業高校）

（２）講師交流会による学校との連携強化

（３）講師の確保および育成体制の検討・実施

    講習事例動画の活用

（４）認定校における授業と資格認定試験実施へのフォローとサポート

[[６６]]ＰＰＣＣＭＭ委委員員会会

（１）「（仮）新☆建築積算士ガイドブック」小委員会にて査読

    （２）「（仮）新☆建築積算士ガイドブック」発刊と講習会の準備

（３）「中大規模木造建築のコストマネジメント・ガイドブック」の講習会計画

    （４）ＬＣＡ委員会情報発信

   

[[７７]]情情報報委委員員会会

（１）あらたなコストマネジメント手法の調査・研究

① 建設情報分類体系の調査およびコストマネジメントへの活用検討

② ＢＩＭおよび建設情報分類体系を利用した積算手法の検討

（２）建築ＢＩＭ推進会議等への参画および共同研究の実行

① ＢＩＭを活用した積算・コストマネジメント環境整備協議会の開催

② 国土交通省建築ＢＩＭ推進会議への参画および同会議部会４としての

情報発信および関連機関・団体との連携
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[[４４]]人人材材育育成成委委員員会会

（１）資格と教育研修パッケージによる人材育成システム＋キャリアパスの構築

       人材育成体系の活用展開

（２）生涯継続型支援事業（ＣＰＤ）の推進

① ＣＰＤコンテンツ企画の充実

            オンラインセミナーと新しい時代の会場講習を展開

ノウハウと動画等コンテンツ蓄積

            各支部からのオンライン配信を推進

② 全国開催講習会の推進

オンラインによる積算学校継続開催

           建築コスト管理士のための知識補強セミナー開催

③ 賛助会員増加への連携（勉強会・人財バンク）

（３）資格者増加（受験者・登録者）への対策推進

① マーケット分析と企業ニーズ把握による受験者拡大推進

         ② 建築積算士の建築コスト管理士へのステップアップ促進

③ 建築積算士補の建築積算士取得推進（学校との連携）

   受験者向け学習コンテンツ（動画）の活用

（４）人財バンクの活用向上

（５）講習会参加者増加に向けて効果的広報と受付・集金システムの実施

（６）他団体との提携

[[５５]]教教育育委委員員会会

（１）新規講座開設校の開拓（大学、専門学校、工業高校）

（２）講師交流会による学校との連携強化

（３）講師の確保および育成体制の検討・実施

    講習事例動画の活用

（４）認定校における授業と資格認定試験実施へのフォローとサポート

[[６６]]ＰＰＣＣＭＭ委委員員会会

（１）「（仮）新☆建築積算士ガイドブック」小委員会にて査読

    （２）「（仮）新☆建築積算士ガイドブック」発刊と講習会の準備

（３）「中大規模木造建築のコストマネジメント・ガイドブック」の講習会計画

    （４）ＬＣＡ委員会情報発信

   

[[７７]]情情報報委委員員会会

（１）あらたなコストマネジメント手法の調査・研究

① 建設情報分類体系の調査およびコストマネジメントへの活用検討

② ＢＩＭおよび建設情報分類体系を利用した積算手法の検討

（２）建築ＢＩＭ推進会議等への参画および共同研究の実行

① ＢＩＭを活用した積算・コストマネジメント環境整備協議会の開催

② 国土交通省建築ＢＩＭ推進会議への参画および同会議部会４としての

情報発信および関連機関・団体との連携
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[[８８]]環環境境委委員員会会

    （１）当協会におけるＳＤＧｓへの貢献計画の策定と情報発信

① カーボンフットプリントの積算に関する調査・研究

② 建築学会ＬＣＡ(ライフサイクルアセスメント)委員会との連携

③ 環境省グリーンバリューチェーンプラットフォームの調査・研究

[[９９]]国国際際委委員員会会

（１）海外ＱＳ団体・企業との関係強化を通した調査研究と会員への情報発信

（２）ＰＡＱＳ国際会議への参加と国際活動推進

        グローバル・ヤング基金の活用

        新型コロナウイルス感染状況により活動内容検討

（３）ＲＩＣＳとの連携促進（ＩＣＭＳの活用など）

[[1100]]評評価価評評定定委委員員会会

（１）評価評定事業の支部展開

    （２）本部・支部における人材育成と運営組織検討

[[1111]]積積女女「「ＡＡＳＳＳＳＡＡＬＬ」」委委員員会会

        （１）本部組織と支部組織の連携

（２）活動内容のブラッシュアップと具体的テーマの掘り起こし

    （３）女性会員および女性資格者の更なる増強策の検討（会員委員会との連携）

  （４）他団体あるいは建築士補認定校等との積極的連携

    

【【特特別別委委員員会会】】

[[１１]]ペペリリカカンン推推進進委委員員会会

（１）重点訪問対象先の選定とコミュニケーション内容の策定

（２）各種情報発信先の企業・機関等リストを継続的に更新

（３）人材育成体系の効果的活用

（４）対外広報との相乗的なブランディングの実施

[[２２]]創創立立５５００周周年年記記念念大大会会実実行行委委員員会会

（１）日程および会場決定

（２）大会組織・担当者決定

（３）大会プログラム決定

（４）予算額決定
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